
 

 

秋田県産業振興プラザ「創業支援室」利用要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、秋田県産業振興プラザ条例（以下「条例」という。）、秋田県産業振興プラ

ザ条例施行規則（以下「規則」という。）、秋田県産業振興プラザの管理に関する基本協定書（以

下「協定書」という。）及び秋田県産業振興プラザ管理要綱（以下「要綱」という。）等の規定

に基づき、秋田県産業振興プラザの創業支援室の利用にかかる手続き及び利用者の遵守事項等

を定める。 

 

（使用時間及び休業日等） 

第２条 創業支援室及び通路の使用時間は、要綱第２条の規定により午前０時から午後 12時まで

とし、通年使用とする。 

 

（使用料） 

第３条 公益財団法人あきた企業活性化センター（以下「センター」という。）の理事長（以下「理

事長」という。）は、第６条に規定する創業支援室の利用の許可を受け創業支援室を利用する者

（以下、「利用者」という。）から使用料を徴収する。 

２ 創業支援室の使用料は要綱第６条に規定のとおりとする。 

 

（利用の対象者） 

第４条 創業支援室の利用の許可を申請できる者の要件は、募集要項で別に定める。 

 

（利用許可の申請） 

第５条 創業支援室の利用の許可を申請する者は、規則第４条第１項に基づき、様式第１による

秋田県産業振興プラザ利用許可申請書を理事長に提出しなければならない。 

２ 以前に利用が許可されなかった者においても、前条の要件を満たすときは改めて申請できる

ものとする。 

 

（利用の許可） 

第６条 センターは、創業支援室に空室があるとき又は空室になることが明らかなときで、前条

の申請があったときは、申請順に、創業支援室の利用許可にかかる審査を行う。 

２ 審査は、別に審査要領を定めて行う。 

３ 理事長は、前項の審査の結果を踏まえ、利用の許可又は不許可を決定し、様式第２により申

請者に通知する。 

４ 条例の規定に基づき、利用を許可する期間は、許可期間の開始日から１年以内とする。 

 

（セキュリティカードの取扱い） 

第７条 前条第３項に規定する利用の許可を受け創業支援室を利用しようとする者は、セキュリ

ティカード交付申請書を、センターを通して県の庁舎管理者に提出しなければならない。 

２ セキュリティカードの交付を受けた者は、カード裏面に記載の注意事項を遵守し、セキュリ

ティカードを紛失したとき又は破損等が生じたときは、速やかにセンターに申告し、県の庁舎

管理者あて報告を行わなければならない。 

３ セキュリティカードの交付を受けた者が、セキュリティカードを利用しなくなったときは速

やかにセンターに申告し、センターを通して県の庁舎管理者に返却しなければならない。 

 



 

 

（搬入機器等の届出） 

第８条 第６条第３項に規定する許可を受け、創業支援室を利用しようとする者は、創業支援室

に搬入する機器及び創業支援室の利用責任者に係る事項について、創業支援室の利用を開始す

る日の７日前までに、様式第３による搬入機器等届出書を理事長に提出しなければならない。 

２ 前項により届け出た事項を変更しようとするときは、様式第４による搬入機器等変更届出書

を理事長に提出しなければならない。 

 

（庁舎使用許可の申請） 

第９条 第６条第３項に規定する利用の許可を受け創業支援室を利用しようとする者及び創業支

援室を利用する者（以下「利用者」という。）が、庁舎の施設又は設備を使用しようとするとき

並びに作業または工事をしようとするときは、作業又は工事予定日の１４日前までに、県が定

める様式によりセンターを通して県の庁舎管理者に申請し、県の庁舎管理者の許可を受けなけ

ればならない。 

 

（利用者の責務及び禁止事項） 

第１０条 利用者は、創業支援室の有する機能を積極的に活用し、創業支援室利用の目的の早期

達成に努めなければならない。 

２ 利用者は、秋田県庁舎管理規則並びに創業支援室の使用に関係する条例、規則、要領等の定

めを遵守しなければならない。 

３ 利用者は、許可を受けた目的以外に創業支援室を利用し又は転貸してはならない。また、許

可により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、継承し又は抵当権その他担保の目的に供して

はならない。 

４ 利用者は、創業支援室を滅失し、き損し、又原型を変更してはならない。 

５ 利用者は、県庁敷地内（庁舎内を含む）で選挙活動又は政治活動を行ってはならない。 

６ 利用者は、創業支援室内で不特定多数の者に物品を販売してはならない。 

７ 利用者は、使用料並びに光熱費等の負担すべき経費を、センター又は県に指示されたとおり

に納付しなければならない。  

 

（門扉閉鎖後の来訪者の取扱い） 

第１１条 利用者は、秋田県庁舎管理規則に規定する門扉の閉鎖後の来訪者があるときは、原則

として事前に県庁第二庁舎警備室に予告しなければならない。 

 

（利用許可の変更） 

第１２条 利用者は、創業支援室に空室があるとき又は空室になることが明らかなとき、様式第

１の秋田県産業振興プラザ「創業支援室」利用許可申請書により創業支援室間の移動を申請す

ることができる。 

２ 理事長は、前項の申請があった場合は、次の各号に掲げる項目に基づいて許可または不許可

を決定し、様式第２により申請者に通知する。 

 ⑴ 申請者が複数名いた場合は、初めの許可期間開始日からの経過期間の長い者を優先し、同

期間の場合は、第６条第２項の審査の評価点の高い者を優先する。 

 ⑵ 同一の室タイプ間での再移動は、これを認めない。ただし、理事長がやむを得ないと認め

る場合を除く。 

３ 理事長は、利用許可の内容を変更したときは、県の庁舎管理者及びセンターを所管する課に

許可内容を通知する。 

 

（利用状況報告書の提出） 



 

 

第１３条 利用者は、毎年９月５日及び３月５日までに、様式第５による秋田県産業振興プラザ

「創業支援室」利用状況報告書を理事長に提出しなければならない。また退去時にも同様とす

る。 

 

（利用許可期間の更新） 

第１４条 利用者のうち３月末日までに利用期間の通算が３年を超えない者は、３月６日までに

翌年度の創業支援室の継続利用の希望の有無について様式第６による秋田県産業振興プラザ

「創業支援室」継続利用希望調書 兼 利用許可申請書を理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項の申請に基づき、利用許可期間の更新の許可又は不許可について、様式第２

により申請者に通知する。 

３ 条例及び規則の規定により、利用許可期間を更新する場合においては、当該更新の期間は１

年を超えないものとし、重ねて更新する場合においては、その期間は通算して３年を超えない

ものとする。 

 

（創業支援室の住所利用及び法人登記） 

第１５条 利用者は、第６条、第１２条及び第１４条で規定する利用許可申請の目的及び許可期

間の範囲で、創業支援室の住所を法人登記の住所とすることができる。 

２ 創業支援室の住所を登記した者は、創業支援室の退去にあたり、住所の登記変更をしなけれ

ばならない。 

 

（利用許可の取り消し） 

第１６条 理事長は、次の各号に掲げる場合には、利用許可を取消し又は利用許可の内容を変更

することができる。 

 ⑴ 利用者が、創業支援室の使用料や光熱費等の納入を滞納しているとき。 

 ⑵ 利用者の創業支援室の利用実態が、創業支援室の利用許可申請時の利用の目的と著しく異

なっていると認められるとき。 

 ⑶ 利用者が、秋田県庁舎管理規則並びに創業支援室の使用に関係する条例、規則、要領等に

従わないと認められるとき。 

 ⑷ 利用者による騒音等の迷惑行為があり、管理上支障があると認められるとき。 

 ⑸ 創業支援室を公用又は公共用に供するために必要なとき。 

⑹ その他理事長が必要と認めるとき。 

２ 前項の利用許可の取消し又は許可の内容の変更により利用者に損失が生じても、センターは

その損失を補償しない。 

 

（損害賠償） 

第１７条 理事長は、次の各号に掲げる場合で、利用者が原状の回復を行わなかったときは、そ

の費用負担を利用者に求めることができる。 

 ⑴ 利用者が、著しく壁や床のカーペット等の室内を汚し、き損した場合 

 ⑵ 利用者が、ドアや窓、室内備品等をき損し、本来の用途を果たせなくなった場合 

 ⑶ 利用者が、電話線、ＬＡＮや電気の配線等を破線、又は端子等をき損し、用途を果たすこ

とができない状態の場合 

 ⑷ その他理事長が必要と認めた場合 

 

（退去予告） 

第１８条 利用者は、第６条、第１２条及び第１４条で規定する利用許可期間の満了日より前に

創業支援室を退去しようとするときは、退去予定日の３０日前までに様式第７により理事長に申



 

 

請しなければならない。 

 

（原状回復） 

第１９条 利用者は、創業支援室を退去するときは同室を原状に回復し、センターの検査を受け

なければならない。ただし、センターが特に認めたときは、原状に復することを要しない。 

 

（有益費等の請求権） 

第２０条 利用者が創業支援室について支出した有益費その他の費用については、センターに請

求することはできない。 

 

（立入調査等） 

第２１条 理事長は、創業支援室の利用状況について必要と認める場合に、センターの指定す

る職員に創業支援室への立入調査を行わせることができる。 

 

（成果の公開） 

第２２条 センターは、利用者が創業支援室を利用したことにより発生した成果について、セン

ターが作成する冊子に記載する等の方法により公開することができる。 

 

（個人情報の保護） 

第２３条 センターは、個人情報の収集、管理及び利用等について、個人情報保護に関する法律

に基づき、適切に取り扱うものとする。 

 

附 則 

１ この要領は令和８年９月１日から施行する。 

 



 

 

【参照】 

 

別表（秋田県産業振興プラザ管理要領 第６条関係） 

 

区分 使用料の額 

創業支援室Ａ １室１月につき２２，０００円 

創業支援室Ｂ １室１月につき５２，３８０円 

交流展示室 無料 

専門相談室 無料 

備考 

⑴ 創業支援室Ａとは、床面積が２５平方メートル以下の創業支援室をいい、創業支援室Ｂと

は、床面積が４８平方メートル以上の創業支援室をいう。 

⑵ 月の途中から創業支援室の利用を開始する場合又は月の途中で利用を終了する場合の当該

月の使用料の額は、この表に定める額を３０で除し、これに当該月の利用日数を乗じて得た

額（当該額に１円未満の端数があるときは、当該端数金額を切り捨てた額）とする。 

 

 


